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はじめに 

１．計画策定の目的 

 (1) 計画策定の背景 

 

 

・急激な人口減少と少子高齢化が進む我が国の重大なまちづくり課題は、“誰もが安心で

きる健康で快適な生活環境”と“財政面及び経済面で持続可能な都市経営”の実現であ

り、そのために国は都市再生特別措置法（平成 26年５月改正）により、「立地適正化計

画」を制度化しました。 

・医療・福祉施設、商業施設や住居等がまとまって立地し、高齢者をはじめとする住民が

公共交通により、これらの生活利便施設等にアクセスできる「コンパクト・プラス・ネッ

トワーク」の考えによる都市構造への転換が求められ、本市においてもこうした動向を

踏まえた持続可能なまちづくりのための方策を検討する必要があります。 

【コンパクトシティについて】 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・矢板市では、用途地域である矢板市街地と片岡市街地において駅を中心に市民生活を支

える公共公益施設・商業業務施設等が集積、また、市域北部の拠点である泉地区にも公

共施設が立地しますが、人口減少とともに空き家・空き地が増加するなど、都市機能の

低下が懸念されます。 

・こうした中で、人口減少・少子高齢化への対応、時代に即した産業の振興、安全・安心

な暮らしを支える都市基盤づくり等を主要課題に、各種行政施策・事業の実施の基とな

る「矢板市総合計画」と「矢板市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下、特に総合戦略

の施策等を指す場合は「総合戦略」という。）を併せた「やいた創生未来プラン（以下「創

生未来プラン」という。）」を策定し、定住促進をはじめ次代の総合的なまちづくりに取

り組んでいます。 

・また、「矢板市都市計画マスタープラン（以下「都市マス」という。）」では矢板・片岡の

両市街地を中心とするコンパクトなまちづくりを掲げ、都市計画事業を順次実施してい

るところです。 

・今後は、都市再生特別措置法の制度を有効に活用するために立地適正化計画を策定し、

誰もが生活しやすい都市形成を更に推進し、市街地における都市機能の維持と人口密度

確保等の実現を目指します。  

国が直面するまちづくり課題への対応を踏まえた都市構造を検討する必要性 

人口減少・超高齢社会でも持続可能なまちづくりを進める必要性 

持続可能な都市経営 
（財政・経済） 

高齢者の生活環境・ 
子育て環境 

地球環境、自然環境 防  災 

限られた資源の集中的・効率的な利用により 
持続可能な都市・社会を実現 

（国土交通省「都市再生特別措置法について」に基づき作成） 
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 (2) 計画の目的 

・コンパクトなまちづくりの考え方は“コンパクト・プラス・ネットワーク”を基本とし、

都市機能と居住の集約だけでなく、それらを有機的に結ぶ交通のネットワークにより、地

域全体の持続性や暮らしやすさの実現を目指すものです。 

 

・本計画では、市の人口減少、少子高

齢化が進む中、上位計画や関係計画

を踏まえ、居住や生活を支える医

療・福祉・商業等の都市機能を計画

的に誘導し、公共交通の充実等によ

り、コンパクトシティ形成に向けた

取組を明確化することを目的とし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

2000 2015 2030

年少人口 生産年齢人口 老年人口

約 3.6 万人 

年少人口 

生産年齢人口 

老年人口 
約 3.3 万人 

約 3.1 万人 

出典：国勢調査

高齢化： 
18→35％ 

少子化： 
16→10％ 

約５千人の減 

公共交通の減便・廃止で移動手段がなくなる このまま 
何もしな
いと･･･ 

地域の伝統を受け継ぐ人がいなくなる 

お店や施設が撤退して不便、活気がない 

財源不足で
道路などの
維持管理が
できない 

防犯や景観
などへの影響 

人口減少 
少子･高齢
化が進む 

駅の周辺など
の便利で暮ら
しやすい環境
を守ります 

集落の環境を
守り公共交通
で市街地など
と結びます 

＊図はコンパクト
シティのイメー
ジです 

 
持続可能な
まちづくり

へ 
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２．計画の位置付け 

・都市マスの高度化版とも言われる立地適正化計画は、創生未来プラン、「矢板市国土強靭

化地域計画（以下「国土強靭化計画」という。）」に即し、関連計画・関係施策との連携・

整合・相乗効果等を踏まえ、総合的に検討を行う包括的な計画として位置付けます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．計画区域及び計画期間 

 (1) 計画区域 

・都市再生特別措置法第 81条第１項の規定に基づき、都市計画区域を計画区域とします。 
 

      計画区域：都市計画区域（16,194ha） （＊行政区域面積：17,046ha） 
 

 (2) 計画期間 

・立地適正化計画は、都市構造の再構築など将来的に持続可能な都市づくりの推進を目指す

ことから、都市マスと同様に 20年先の将来都市像を見据えた計画となります。 

・本計画においては、現行の都市マスとの整合を図り、計画期間を以下の 10 年間に設定し

ます。 
 

      計画期間：令和５年（2023年）から令和 14年（2032年）の 10 年間 

 

・なお、計画期間中においても必要に応じて適宜見直しを図るものとし、計画期間後は検証

及び改善方策の検討を行い、次期計画を策定します。 

教育文化・産業経済・医療福祉・ 
地域コミュニティ・自然環境・防災 等 

矢板市都市計画マスタープラン 

各分野との連携 

都市計画区域マスタープラン 
（矢板都市計画区域） 

＊栃木県策定 
即して策定 

即して
策定 

各
計
画
に
関
連
す
る
総
合
的
な
取
組 

矢板市の都市計画に関する基本的な方針（都市計画法第18条） 

《将来像・まちづくりの基本構想・地域別構想・実現化方策等》 

矢板市立地適正化計画 

や
い
た
創
生
未
来
プ
ラ
ン
（
総
合
計
画 

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
） 

都市機能誘導区域・居住誘導区域・誘導施設 等 

将来都市像の実現に向けた具体的方策の検討・設定 

矢板市国土強靭化 
地域計画 

即して策定 
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４．計画の構成 

《基礎調査編》 

はじめに 

計画の目的、対象区域や計画期間等の基本的事項を整理します。 

第１章 都市の現状及び都市構造上の課題 

上位計画や関連計画における本市のまちづくりの方向性を確認するとともに、

計画検討のベースとなる現況データの整理、まちづくりにおける特性・問題点か

ら計画策定における課題を分析します。 

① 上位計画が目指す将来像 

② 矢板市の現況把握 

③ 都市構造の評価 

④ 市民意向の把握 

⑤ 課題の設定 

 

《計画編》 

第２章 まちづくり方針 

まちづくりの基本となる「まちづくりターゲット」を設定し、立地適正化の観

点から「まちづくりストーリー」の考え方等を整理します。 

第３章 目指すべき都市の骨格構造及び誘導方針 

コンパクトシティを目指す上での市全体の骨格構造・拠点、公共交通との連携

の考え方、都市の構造を構成するゾーン・拠点を設定します。 

① 都市の骨格構造 

② 誘導方針 

③ 誘導区域人口フレーム 

④ 公共交通との連携の方針 

第４章 誘導区域 

区域の設定目的、期待する効果、集積・誘導すべき都市機能、具体の誘導区域

と区域内の防災機能確保ための取組を設定します。 

① 都市機能誘導区域・居住誘導区域の設定 

② 誘導区域の防災指針 

③ 誘導施設 

第５章 誘導施策 

施設整備等事業実施の課題を見据えながら、支援措置の活用、都市計画上の優

遇措置、民間事業者が活用可能な施策を設定します。 

① 都市誘導に関する誘導施策 

② 居住誘導に関する誘導施策 

第６章 目標値・評価指標等 

都市構造を評価するための指標とその現況値・目標値を設定し、目標達成の把

握方法・検証体制・評価時期等を設定します。 

① 目標値・評価指標の設定 

② 評価方法 

③ 計画の運用  
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５．立地適正化計画の内容 

 (1) 立地適正化計画制度について 

     立地適正化計画は「都市再生特別措置法」に基づき市町村が策定する計画で、次のよう

な制度内容となっています。 
 

 
     ・まちづくりの方向性としてコンパクトシティを位置付けている都市が増えている一

方、コンパクトシティ実現に向けて何をどう取り組むのかという具体的な施策まで

作成している都市が少ない現状です。 

     ・コンパクトシティ形成に向けた取組については、都市全体の観点から、居住機能や

都市機能の立地、公共交通の充実等に関し、公共施設の再編、医療・福祉、中心市

街地活性化、空き家対策推進等の施策と連携を図り、総合的に検討することが必要

です。 

 

     ・こうした現状や課題に対応するため、立地適正化計画を制度化し、都市計画法を中

心とした従来の土地利用の計画に加えて、コンパクトシティ形成に向けた具体的な

取組の推進を目指すものです。 
 

     ・立地適正化計画は次のような特徴を持っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

図：立地適正化計画によるまちづくりのイメージ 

都市全体を見渡した 
マスタープラン 

居住、医療、福祉、商業、公共交通等のさまざまな都市機能と、
都市全域を見渡した「市町村都市計画マスタープラン」の高度化
版です。 

都市計画と公共交通 
の一体化 

居住や生活を支える機能の誘導によるコンパクトなまちづくり
と地域交通との連携により「コンパクト・プラス・ネットワーク」
のまちづくりを進めます。 

まちづくりへの 
公的不動産の活用 

公的不動産の見直しと連携し、将来のまちのあり方を見据えた公
共施設再編や公的不動産を活用した民間機能の誘導を進めます。 

市街地空洞化防止の 
ための選択肢 

居住や民間施設の立地を緩やかに誘導できる「市街地空洞化防止
のための新たな選択肢」として活用することが可能です。 

都市計画と民間施設
誘導の融合 

民間施設に対する支援や立地を緩やかに誘導する仕組みを用意
し、インフラ整備や土地利用規制など従来の制度との融合による
新しいまちづくりが可能です。 

時間軸を持った 
アクションプラン 

計画達成状況を評価し、都市計画や居住誘導区域を定期的に見直
すなど、時間軸を持ったアクションプランとして運用することで
効果的なまちづくりが可能です。 

(国土交通省「立地適正化計画作成の手引き」及び同パンフレットを参考に作成） 
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 (2) 計画に定める内容 

      計画に定める内容は「都市機能

誘導区域に関するもの」と「居住

誘導区域に関するもの」の２つに

大別されます。 

      都市機能誘導区域は居住用区

域の中に設定されます。（右図参照） 

      また、それぞれの誘導区域ごと

に定める内容についての関係を

示すと下図のようになります。 

  

立地適正化計画区域 

（都市計画区域） 

都市機能誘導区域 

・医療、福祉、商業等の都市機能を
都市の中心拠点や生活拠点に誘
導し集約することにより、これら
の各種サービスの効率的な提供
を図る区域。 

居住誘導区域 

・人口減少の中にあっても一定エ
リアにおいて人口密度を維持す
ることにより、生活やコミュニ
ティが持続的に確保されるよう、
居住を誘導すべき区域。 

誘導施設 

・都市機能誘導区域に立地を誘導

するべき都市機能増進施設(＊)。 
  例：商業、教育、子育て、行政、

医療、福祉、金融 等 

誘導施策 

・誘導施設の誘導を図るための財
政上、金融上、税制上の支援措置
等。 

  例：誘導施設への税制上の特例措置、
民間事業者に対する支援措置、
容積率緩和（市独自支援施策） 

誘導施策 

・居住の誘導又は定住を図るための

財政上、金融上、税制上の支援措置

等。 
  例：住宅立地に関する支援措置（市

独自支援施策） 

届出・勧告（都市機能誘導区域外） 

・都市機能誘導区域外における誘
導施設の開発行為・建築行為等に
ついて届出が必要。 

・市長は必要に応じて勧告を行う。 

届出・勧告（居住誘導区域外） 

・３戸以上又は 1,000m2以上の住宅
の建築目的開発行為や建築行為
等について届出が必要。 

・市長は必要に応じて勧告を行う。 

＊都市機能増進施設とは、居住者の共同の福祉や
利便性の向上を図るために必要な施設で、都市

機能の増進に著しく寄与するもの 


